
 
 
 

令和５年７月26日 

消 防 庁  
「住宅における電気火災に係る防火安全対策検討会」の開催 

 

 

 

 

 

１ 背景・目的 

消防庁が取りまとめている住宅火災の統計において、火災件数は減少傾向で推移してい

ますが、電気器具類を発火源とする火災の件数は増加傾向にあります。令和３年には住宅

における火災原因の約２割を占め、原因別の件数では最多となったところです。 

このような状況を踏まえ、住宅における「電気器具類」を原因とする火災について、発

火源となった機器、出火に至る経緯、被害を生じた要因等について調査・分析し、その結

果を基に効果的な予防策とその広報等のあり方に関する検討を行います。 

２ 主な検討項目 

(1) 「電気器具類」を発火源とする住宅火災の調査・分析 

(2) 調査・分析により得られた結果を踏まえた予防策・効果的な広報等のあり方 

３ 第１回開催予定（対面・WEB併用） 

日時：令和５年８月３日（木）10時 00分から 11時 00分 

場所：東京都千代田区霞が関１－３－１ 

経済産業省別館２階２３８各省庁共用会議室 

４ 検討会委員 

別紙のとおり 

５ 資料の公表について 

本検討会の資料は、検討会終了後、総務省消防庁ホームページに掲載する予定です。 

  

住宅火災において、「電気器具類」を原因とする火災が近年増加傾向であること

から、「住宅における電気火災に係る防火安全対策検討会」を開催することとしま

したのでお知らせします。 

【問い合わせ先】 

消防庁予防課 濵田課長補佐、泉係長、菅野事務官 

TEL：03-5253-7523（直通）  
E-Mail: yobouka-y_atmark_ml.soumu.go.jp 

 

※スパムメール対策のため、「@」を「_atmark_」と表示 

しております。送信の際には、「@」に変更してください。 
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「住宅における電気火災に係る防火安全対策検討会」 
委員名簿 

（順不同・敬称略）   

<有識者> 

小林 恭一  東京理科大学総合研究院火災科学研究所教授 （座長） 

池谷 知彦  一般財団法人電力中央研究所 特任役員企画グループ工学博士 

<関係団体> 

井上 博史  一般社団法人日本電機工業会 技術戦略推進部 重電・産業技術課 課長  

斎藤 祥典  一般社団法人日本電機工業会 家電部 技術課 主任 

住谷 淳吉  一般財団法人電気安全環境研究所 理事・技術部長  

鬼木 嗣治  送配電網協議会 工務部 副部長  

今田 修二  独立行政法人製品評価技術基盤機構 製品安全調査官  

<消防本部> 

瀧山 忍   札幌市消防局 予防部 予防課長  

髙橋 伸幸  東京消防庁 予防部調査課 課長補佐兼資料係長  

黒田 美彦  大阪市消防局 予防部予防課 予防課長  

増井 幸弘  神戸市消防局 予防課長 

<オブザーバー> 

経済産業省 

消費者庁 

消防研究センター 

<事務局> 

消防庁予防課 


